
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】　近年は微増傾向にあり、類似団体平均も上回っている。しかしながら、人口減等により市税は6年連続で
減少し、過去10年で最低額となっている状況にあることから、引き続き、歳出の緊縮を図るとともに、税徴収率向上等によ
る歳入確保に努め、財政健全化を図る。

【経常収支比率】　歳入減と独自削減終了に伴う人件費の増、扶助費、繰出金の増により、前年度より2.3ポイント上昇して
いる。近年人件費・扶助費・公債費の義務的経費の合計が市税を上回る状態が続いており、その中でも一番高い比率を
占めるのが人件費である。集中改革プランに基づく職員数削減による人件費の抑制、アウトソーシングや予算のマイナス
シーリングなどによる物件費の抑制を継続し、財政の健全性の確保を図る。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】　類似団体平均に比べ低い水準にはあるが、集中改革プランに基づく職員数
削減による人件費の抑制、アウトソーシングや予算のマイナスシーリングなどによる物件費の抑制を継続し、財政の健全
性の確保を図る。

【人口1人当たり地方債現在高】　現在のところ類似団体平均を下回っているが、まちづくり交付金事業、三崎水産物流通加
工業務団地内整備事業、三浦スポーツ公園整備事業等を行っていく上で、引き続き地方債の発行が見込まれる。このことか
ら、他事業における発行の抑制等を図るなど、類似団体平均を上回ることがないよう努める。

【実質公債費比率】　普通建設事業に伴う市債は年々減少しているため、類似団体平均をわずかに下回っている。今後も適
量・適切な事業実施により、健全な財政運営に努める。

【人口1,000人当たり職員数】　平成10年度から行財政改革取組方針に従い、病院・消防を除き約13％の職員削減計画を達
成してきたが、今後は集中改革プランに従い、引き続き定員の適正化に努める。

【ラスパイレス指数】　給与構造改革が国においては平成18年4月1日に実施されたが、本市においては10月1日の実施と
なった。また、給与構造改革に代わる給料表の引き下げや昇給停止措置を行っていないため、前年比で1.0の増となった。今
後も一層の給与適正化に努める。


